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秋採取したタラノキ保存穂木からの植物体再生

中村　人史・三浦　直美

Plant regeneration from stocking watershoots of croped Aralia elatain autumun

Hitoshi NAKAMURA・Naomi MIURA

（1999年2月18日受理）

要旨：購入保存穂木によるタラノキふかし栽培を行っている地域では、それら穂木の中から優良穂木

が選抜されても、分根による増殖が不可能で優良なタラノキを養成することができなかったので、組

織培養による購入保存穂木からの植物体の再生を試みた。購入保存穂木は採取時期や採取後の時間経

過により組織培養による再分化が困難であったが、①初期培地にサイトカイニンの一種である

Thidiazuronを加えることで効率的な植物体再生が可能になった。②不定芽を試験管内で成長させる

際にJt酎ヒを困難にさせるvitrificationの発生が見られ、発生個体の順化はできないが、培地凝固剤と

して寒天を用いることでその抑制に効果があった。

Ⅰ　ま　え　が　き

山形県は仝国有数のタラノキふかし栽培県であ

る。このうち庄内地方では、北海道等の原野で秋

早く採取した野生の穂木を一括に購入し、冬季間

保存しながらの一本挿しのふかし栽培を行ってい

る場合が多い。穂木は、収穫量に相当なばらつき

が見られ生産効率は高くないが、安価な穂木を用

いて大量にふかし栽培を行うことで補っている。

しかし、こうした購入穂木も野生資源の減少など

から価格が上昇し、入手が年々困難になり、農家

一戸当りのふかし栽培本数も減少してきている現

状にある。このため一本挿し栽培に適した生産性

の高い、タラノキの大量増殖が望まれている。

タラノキの増殖は一般に分根で行われるため、

購入穂木から優良系統が得られても、親木が特定

できないために、分根ができないので増殖する方

法がなかった。そこで購入穂木から植物体を得る

ために組織培養による植物体再生方法を検討し

た。適期に採取した健全なタラノキからの組織培

養による植物体の再生法は、カルス誘導すること

によって植物体を得ることができる（原口：1993、

天野ら：1992）など多くの報告がある。

しかし、購入穂木は採取後長時間が経過してい

るため活力が低下しており、カルス誘導の効率が

極めて悪く、カルスからの再分化も困難であっ

た。そこで購入穂木から再分化能力をもつカルス

誘導し、植物体を再生する方法を検討した結果、

新しい植物ホルモンを用いることで植物体が効率

良く再生できたので報告する。

Ⅱ　試　験　方　法

1．カルスの誘導に適する培地ホルモン濃度

購入穂木からの効率的なカノレス誘導に適する培

地ホルモンの種類および濃度を検討した。

供試外植体は、山形県八幡町のタラノメふかし

栽培農家が購入した穂木の中から、多くの収穫が

期待できる穂木を栽培者が選抜し、その穂木をも

とに水差しで得られた新梢の葉柄部分を外植体に

用いた。

ホルモン濃度の検討については、「新駒」を用い

た葉柄部分からのカルス誘導に、2．4－ジクロロ

フェノキシン酢酸（2．4－D）を1．0mg／、6ベン

ジルアミノプリン（BAP）0．1～1．0mg／を加えた

MS培地が適するとされている（雨宮ら：1992）。

本試験では、木本類の組織培養において低濃度の

オーキシンとサイトカイニンとを組合わせて用い
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ることで高い活性を示すサイトカイニン状物質の

Thidiazuron（TDZ）を用いることとし、濃度は

TDZを0，0．1，1．0mg／、BAPを0．05，0．1mg／、

2．4－Dを0．5，1．0mg／、をそれぞれ組合わせて

加えた培地を用い、カルスの発生状況を観察し

た。なお、基本培地はMSとし、寒天7g／、サッ

カロース30g／を加えて用い、1処理区30本で合計

360本供試した。

殺菌方法は、ツイーン20を数滴加えた1，000倍

ベンレート液に1時間、70％エタノールに30秒、

1％次亜塩素酸ナトリウムに10分間の浸漬滅菌を

行った後、滅菌水で3回洗浄し、クリーンベンチ

内で風乾してから、5mmに切り刻みカルス誘導

のための培地に水平に置床した。なお、培養室の

環境条件は20℃、5，000Lux、16時間日長とした。

また、カルスの成長に伴い、培地の養分の消費

や老廃物の蓄積、外植体の活力の低下などで枯死

するので、培養1ケ月経過後、外植体切断面に形

成されたカルス部分のみを切り離しカルス誘導に

用いたのと同じホルモン濃度をした培地に継代培

養した。

2．カルス誘導培地が不定芽発生に及ぼす影響

カルス誘導培地に用いた植物ホルモンが不定芽

発生に与える影響を調査するために、カルス誘導

培地で形成したカルスすべてをホルモンを含まな

いMS寒天培地に植え代え、不定芽の発生を観察

した。なお、カルスは1ケ月で同じ培地に植え替

えて不定芽を誘導した。

3．不定芽成長時における培地凝固剤のvitrificationの

発生に対する抑制効果

試験管内で不定芽の成長を促す際にvitrification

（以下VITとする）の発生が見られる。VITは試

験管内で植物体の茎や葉が形態異常を伴って透明

化し、成長や順化を困難にする現象であり、組織

培養を利用した種苗の大量増殖においては大きな

問題である。そこで、培地凝固剤を変えることで

VITの抑制ができるかを検討した。

培地の凝固剤として、従来法の0．7％寒天と、経

費の節減が期待できる0．2％ゲランガムとを用い

て、ⅤITの発生状況を観察した。供試した不定芽

は、カルス表面に発生したものを1個体ずつに分

割し、ホルモンを含まないMS培地に培養して用

いた。観察は不定芽を1ケ月で同じ培地に継代し

ー2

60日まで行った。

Ⅲ　結果および考察

1．外植体からのカルス誘導に適する培地

外植体培養後のカルスの形成状況を表－1に示

した。

培養後30日を経過すると、BAP、2．4－Dの濃度

に関係なくTDZを加えた培地上の外植体の切断

面からカルスの形成が確認された。培養後60日で

はTDZを含まない培地の外植体の切断面にもカ

ルスの形成が確認されたがTDZを含む培地に比

べ、カルスの形成量は少なかった。これらのこと

から、BAP、2．4－Dの他にTDZを加えることで

カルス形成を促進することができたので、TDZは

カルスの誘導に有効であると考えられる。

購入穂木は活力が低下しているためカルス誘導

が困難であったが、TDZを用いることでカルスの

誘導を容易にした。TDZは購入穂木からの効率

的なカルス誘導には必要不可欠な植物ホルモンと

言える。その際の濃度としては、最もカルスの形

成が早く、

表－1植物ホルモン濃度別のカルス形成状況

植物ホルモン（mg／1）　　　　　カルスの形成量

TDZ BAP　2．4TD　　　　30日後　　　60日後

0　　　0．05　　0．5

0　　　0．05　　1．0

0　　　0．1　　0．5

0　　　0．1　　1．0

0．1　　0．05　　0．5

0．1　　0．05　　1．0

0．1　　0．1　　0．5

0．1　　0．1　　1．0

1．0　　0．05　　0．5

1．0　　0．05　　1．0

1．0　　0．1　　0．5

1．0　　0．1　　1．0

＋

＋

＋

＋

＋　　　　　十十

＋　　　　　　＋＋

＋　　　　＋＋＋

＋＋＋　　　　十十十

＋＋　　　　　　十十

＋＋　　　　　　＋＋

＋＋　　　　　十十

十　　　　　　＋＋

注）カルスの発生量

＋十＋極めて多い　＋＋多い　十少ない　一無し



生育も極めて旺盛であったことから、TDZO．1mg

／、BAPO．1mg／、2．4－Dl．0mg／を組合わせて

加えた培地が適当であると考えられる。

2．カルス誘導培地が不定芽発生に及ぼす影響

不定芽誘導培地（MSホルモンフリー培地）に

おける、カルス誘導培地別の不定芽の発生状況を

表「2に示した。

カルス誘導時にTDZを含まない培地で形成さ

れたカルスからは、60日を経過しても不定芽の発

生が全く見られなかったが、TDZを含む培地で形

成されたカルスからは、時間的に差はあるものの

全てから不定芽の発生が見られた。また、TDZを

含まない培地で形成されたカルスは色が白く、水

分を多量に含んで軟化し、成長はするものの再分

化は難しいとされるウエット状カルスが多く見ら

れるのに対し、TDZを含む培地上で形成されたカ

ルスは、再分化能力が高いとされる黄緑色でドラ

イ状のものが多く観察された。これらのことか

ら、カルス誘導の時点でTDZを加えることがカル

ス誘導のみならず、不定芽の発生にも有効である

と考えられる。

表－2　カルス誘導培地が不定芽の発生に及ぼす影響

カルス誘導培地（mg／1）　　　　不定芽の発生量

TDZ BAP　2．4－D　　　　30日後　　　60日後

0　　　0．05　　　0．5

0　　　0．05　　1．0

0　　　0．1　　　0．5

0　　　0．1　　1．0

0．1　　0．05　　0，5

0．1　　0．05　　1．0

0．1　　0．1　　　0．5

0．1　　0．1　　1．0

1．0　　　0．05　　　0．5

1．0　　0．05　　1．0

1．0　　　0．1　　　0．5

1．0　　0．1　　1．0

＋

＋　　　　　　　＋

＋　　　　　　＋＋

十十　　　　＋＋＋

＋　　　　　　　＋

＋

＋

＋

注）カルスからの不定芽発生量

＋＋＋極めて多い　＋＋多い　＋少ない　一無し

以上のように、カルス誘導による購入穂木から

の植物体の大量増殖には、外植体からのカルス誘

導時にTDZを加えることが必要不可欠であるこ

とが明らかになった。その際のホルモン濃度は、

カルス形成並びに不定芽が数十本得られる発生状

況から見て、TDZO．1mg／、BAPO．1mg／、2．4

－Dl．Omg／を組合わせて加えた培地が適当であ

ると考えられる。

3．不定芽成長時における培地凝固剤のvitrificationの

発生に対する抑制効果

タラノキの順化はイチゴパックを用いて容易に

行える（雨宮ら：1992）とされており、筆者らも同

様に行った結果、正常個体では容易であったが、

VIT個体では不可能であった。不定芽生長培地に

おいてはVIT個体と正常個体に生長量の差はな

いが、順化が困難なことから不定芽生長時のVIT

発生を抑制する必要がある。

表－3に培地凝固剤の違いによるVITの発生

比を示した。

VITの発生は培養日数が経過するにつれて増加

する傾向にある。ゲランガムを培地凝固剤として

用いた場合、コスト的には寒天の4分の1に抑え

られるが、培養後60日経過ではVIT発生割合に寒

天と明らかな差が認められた。また、順化に適し

た個体を得るためには、30Hの培養では発根や成

長が不十分であるため、60日程度の培養が必要で

ある。ゲランガムは60日後のVIT発生割合が高

く、VITの抑制効果は寒天に比べ著しく劣る。し

たがって、効率的な苗木生産を行うための椎苗生

長時の培地凝固剤としては寒天が適当であると考

えられる。

表－3　培地凝固剤別vitrification発生比

vitrification発生数／培養数（本）

凝　固　剤　　濃　　度　　30日後　　60日後

寒　　　　天　　　0．7％　　　　4／50　　　　9／50

ゲラ　ンガム　　　0．2％　　　11／50　　　　28／50

注）日数はカルスをMSホルモンフリー培地に継代

培養後の日数を示す。
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Ⅳ　あ　と　が　き

タラノキふかし栽培に用いられる購入穂木は、

採取後長時間が経過しているため活力が低下して

おり、組織培養の外植体として用い、再分化させ

ることが困難であった。しかし、カルス誘導培地

にTDZを加えることで分化能力が高められ、購入

穂木からの植物体再生は容易であることが明らか

になった。また、VITが発生した苗は順化が不可

能であり、培地凝固剤としての寒天に、ある程度

の抑制効果があることを明らかにした。この方法

により、困難であった購入穂木からの植物体再生

が容易になり、効率的な苗木生産が可能になった。

しかし、購入穂木は生育環境が把握できず親木

も特定できないため、遺伝的特性は不明である。

したがって、再生個体は再びふかし栽培を行うこ

とにより、ふかし栽培における優良性の検定が必

要となる。

また、この手法による再生個体はカルスを経由

することから変異をともなうが、どの程度ふかし

栽培に影響を及ぼすかについては不明であり、大

量増殖の手法としての有用性の検討も必要である。

Ⅴ　引　用　文　献

天野孝之、河合昌孝（1992）バイオテクノロジー

を利用した植物の増殖、奈良県林業試験場：34

～35．

雨宮圭一、藤木俊也、日向　進（1992）タラノキの

組織培養による大量増殖、山梨県総合農業試験

場研究報告5：11、22．

原口雅人（1993）タラノキの葉・葉柄からの不定胚
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多様な樹種による海岸防災林造成方法の研究（Ⅰ）

－海岸防災林の造成に関する植栽樹種の初期生長特性－

伊　藤　　　聡

Stadies on The Establishment of The Coastal Forest by Various Trees（Ⅰ）

Aninitial growth characteristics of the trees planted for establishing

the coastal forest

SatoshiIT百

（1999年2月18日受理）

要旨：海岸防災林の造成に適する広葉樹を探索・植栽して、その初期生長の特性について検討した。

その結果、①植栽した広葉樹はクロマツと同程度の活着率と生存率が期待できる。②常緑広葉樹はク

ロマツと落葉広葉樹に比べ主幹の被害を受けやすい。③クロマツは苗高生長が認められるが、広葉樹

にクロマツと同程度の生長を期待することは難しい。④植栽時の苗木の大きさは2生長期経過後の生

存率には影響しない。⑤常緑広葉樹の主幹枯損は、苗高が50cm程度以下の苗木の植栽により最小限

に抑えることができる。よってこうした苗木を用いることが将来の苗高生長を高める可能性があるこ

とが明らかになった。

Ⅰ　ま　え　が　き

山形県庄内地方では、飛砂、潮、強風の害から

海岸地域の生活環境を守るため、古くからクロマ

ツによる海岸防災林の造成が行われてきた。しか

し、近年クロマツ海岸防災林はマツザイセンチュ

ウ病により壊滅的な被害を受け、防災機能が著し

く低下している。今後マツザイセンチュウ病によ

る著しい機能の低下を回避するためには、単一樹

種ではなく、安定性を確保するために多様な樹種

の植栽による海岸防災林の造成が必要である。

そこで、従来から海岸防災林の造成に利用され

ているクロマツと、山形県の海岸地域においてク

ロマツと共に海岸防災林を構成できると思われる

各種の広葉樹類を植栽し、植栽樹種の初期生長特

性について検討したので報告する。

Ⅱ　研　究　方　法

1995年5月上旬に山形県庄内地方の海岸地域に

4箇所の試験区を設定し、各試験区に現在流通し

ているクロマツ及び広葉樹7種を植栽し、初期生

長特性を調査した。調査は、植栽樹種の活着率、

2生長期経過後の生存率、苗高生長量、根元直径

生長量及び苗木の生存形態について行なった。ま

た、調査結果と植栽時の苗木の大きさの関係につ

いて分析を行い、初期生長特性について検討し

た。

1．試験区の概況

試験区は、山形県庄内地方海岸地域の北部に位

置する遊佐町の汀線から内陸側へ約50～200mの

範囲に3箇所、酒田市北部の汀線から約200mの

位置に1箇所の計4箇所とした。

試験地の気象条件は、年平均気温12．1℃、年平

均降水量1，857mm、日最大風速10m以上の日数

が年間90．7日、15m以上の目数が年間8．2日であ

る（酒田測候所：1971～1990年）。内陸地域の山形

地方では目最大風速10m以上の日数が年間0．3日、

15m以上の目がないことから（山形地方気象台：

1971、1990年）、試験地は風の強い地域に位置し

ている。

5　－



2．植栽樹種の選定と植栽方法

植栽樹種は、従来から植栽されているクロマツ

と広葉樹とし、マツザイセンチュウ病被害跡地及

び周辺の植生調査の結果からカシワ、タブノキ、

ネムノキの3樹種、既往の文献（平尾ら：1984、伊

藤ら：1979）からシロダモ、モチノキ、トベラ、ハ

ルニレの4樹種の計7樹種を選定した。試験区は、

伐倒駆除により未立木地となったマツザイセン

チュウ病被害跡地とし、クロマツと広葉樹をラン

ダムに植栽した。

各試験区の植栽本数はクロマツ10本、広葉樹各

5本の計45本、植栽密度はha当たり10，000本と

し、1995年5月上旬に植栽した。植栽した苗木は

現在流通している苗木を使用したので、クロマツ

は約30cm、広葉樹は約50、120cmであった。ま

た、各試験区の周囲には防風柵を設置した。防風

柵は、丸太杭を1m間隔に打ち込み、風衝側に半

割材を横に固定し、高さ1m、遮風率60％とした。

3．植栽樹種の初期生長特性に関する調査

初期生長特性に関する調査は、1995年6月下旬

に活着率を確認し、健全に活着した個体について

1996年11月中旬に生存率、苗高生長量、根元直径

生長量及び生存形態について調査した。

生存率については、1995年6月下旬に活着を確

認した本数から1996年11月中旬の調査まで誤伐等

の被害を受けたことが明らかな本数を除いた本数

を対象とした。甫高については、主幹先端が枯接

し、主幹の生存している高さ（以下「生存高」）が

確定できない場合は、最も高い位置にある側枝の

先端を苗高とし1cm括約で測定した。根元直径

は、地際から約5cmの位置を0．1mm括約で測定

した。生存形態は、①主幹の先端が生存している

個体、②主幹の先端が枯損している個体、③主幹

が地際まで枯損し萌芽のみで生存している個体の

3形態に分類し各個体の評価を行った。

4．植栽樹種の初期生長特性に関する分析方法

1）植栽樹種の生存特性

植栽樹種の初期生存特性を明らかにするため

に、活着率、生存率について平均値の差を検定し

た。

また、生存形態については前述の3区分の出現

率に着冒してその特性を評価した。

2）植栽樹種の生長特性

植栽樹種の初期生長特性を明らかにするため

に、酉高生長量、根元直径生長量について平均値

の差を検定した。これらの算出にあたり主幹が枯

損し萌芽のみとなった形態③の個体を対象とする

のは不適当であるため主幹が生存している形態①

と形態②のみを用いた。

3）2生長期経過後の生存に及ぼす植栽時の苗

木の大きさ

植栽時の苗木の大きさが生存に影響するかを検

討するために、2生長期経過後の生存個体と枯損

個体別の植栽時の苗高、根元直径の平均値の差を

検定した。なお、ネムノキは海岸防災林の高木性

の構成樹種よりも肥料木としての性格が強いこと

や、他の候補樹種と樹形が大きく異なることから

分析の対象から除外した。

4）主幹枯損長と植栽時の苗木の大きさ

日本海側の海岸防災林の最も重要な防災効果は

冬期間の季節風に対する防風効果である。そのた

めには、早期の苗高生長が期待できる樹種が必要

である。それを減退させる主幹枯損長と植栽時の

苗木の苗高、根元直径の関係を明らかにするため

回帰分析を行った。なお、ネムノキについては前

述同様の扱いとした。

Ⅲ　結果　と　考察

1．植栽樹種の生存年寺性

1）活着率及び生存率

植栽樹種の活着率を表－1、2生長期経過後の

植栽樹種の生存率を表－2に示した。

クロマツと広葉樹の間の活着率に有意差が認め

られず、各樹種とも85％以上の比較的高い活着率

を示した。また、クロマツと広葉樹の間の生存率

にも有意差が認められず、各樹種とも70％以上の

比較的高い生存率を示した。

このことから、広葉樹はクロマツと同程度の活

着率と生存率が期待できるので、成林するまでの

生長形態や生長量が海岸防災林の植栽樹種として

の可否を決めるものと考えられる。

2）生存形態

植栽樹種の生存形態別出現率を表－3に示し

た。

主幹の先端が生存している個体（形態①）が出

現したのはクロマツ、カシワ、ハルニレのみであ
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表－1　活着本数と活着率

樹　種
植栽本数　活着本数　　活　着　率
（本）　　（本）　　　　（％）

クロマツ　　　40

ト　ベ　ラ　　　20

タブノキ　　　20

シロダモ　　　20

モチノキ　　　20

カ　シ　ワ　　　20

ハルニレ　　　20

ネムノキ　　　20

40　　100．0（91．2～100．0）

17　　　85．0（62．1～96．8）

20　　100．0（83．2～100．0）

20　　100．0（83．2～100．0）

19　　　95．0（75．1～99．9）

19　　　95．0（75．1、99．9）

17　　　85．0（62．1～96．8）

18　　　90．0（68．3～98．8）

注）（）内の数値は、活着率の95％信頼区間

表－2　2生長期経過後の生存本数と生存率

樹　種
標本数　生存本数　　生　存　率
（本）　　（本）　　　　（％）

ク　ロマツ　　　27

ト　ベ　ラ　　15

タブノキ　　19

シロダモ　　　20

モチノキ　　18

カ　シ　ワ　　17

ハルニレ　　　17

ネムノキ　　18

21　　　77．8（57．7、91．4）

11　　73．3（44．9～92．2）

18　　　94．7（74．0～99．9）

16　　　80．0（56．3～94．3）

13　　　72．2（46．5、90．3）

15　　　88．2（63．6～98．5）

13　　　76．5（50．1～93．2）

17　　　94．4（72．7～99．9）

注）（）内の数値は、生存率の95％信頼区間

り、常緑広葉樹は出現しなかった。主幹の先端が

枯損している個体（形態②）の出現率が高いのは

ネムノキで100％、次いでタブノキが88．9％、シロ

ダモ、ハルニレは70％程度であった。主幹が地際

まで枯損し萌芽のみで生存している個体（形態

③）の出現率が高いのは常緑広葉樹で、モチノキ

が46．2％、トベラ、シロダモが30％以上であった。

一万、落葉広葉樹のカシワ、ハルニレは10％前後

と低い出現率であった。

このことから、常緑広葉樹はクロマツヤ落葉広

葉樹に比べ主幹の被害を受けやすく、主幹が地際

まで枯れて萌芽のみの形態になりやすいと考えら

れる。しかし、このような形態になった個体にお

いても、今後の萌芽による生長が考えられるため

この時点で海岸防災林の植栽樹種としての適否を

一一・一　1

表－3　生存形態別出現率

生存本数　形態①　形態②　形態③
（本）　　（％）　　（％）　　（％）

クロマツ　　　21

ト　ベ　ラ　　11

タフソキ　　18

シログモ　　16

モチノキ　　13

カ　シ　ワ　　15

ハルニレ　　13

ネムノキ　　17

57．1　　　42．9

63．6

88．9

68．8

53．8

26．7　　　　60．0

23．1　　　69．2

100．0

36．4

11．1

31．2

46．2

13．3

7．7

注）形態①：主幹の先端が生存している個体

形態②：主幹の先端が枯損している個体

形態③：主幹が地際まで枯損し萌芽のみ

で生存している個体

判断することは適当でないと考える。

2．植栽樹種の生長特性

1）苗高生長量

植栽樹種の植栽時の平均苗高と2生長期経過後

の平均苗高生長量を表一4に示した。

苗高生長量においては、クロマツと広葉樹の間

に有意差が認められた。これは、クロマツは平均

17．2cmの伸長生長が見られたのに対し、広葉樹

は主幹の先端の枯損により、生存高が低下した個

体が多く見られたためである。これらの広葉樹の

中でも常緑広葉樹は生存高の低下が著しい傾向に

あった。

このことから、現時点で宙高生長が認められる

のはクロマツのみで、広葉樹にクロマツと同程度

の生長を期待することは難しいと思われる。

2）根元直径生長量

植栽樹種の植栽時の平均根元直径と2生長期経

過後の平均根元直径生長量を表－5に示した。

根元直径生長量においては、クロマツと比較し

てタブノキ、シロダモ、カシワ、ハルニレが有意

に小さかった。また、クロマツと同程度の直径生

長量を示したのは、トベラ、モチノキ、ネムノキ

であった。これら3種については、クロマツと同

程度の直径生長を期待できると思われるが、広葉

樹は先端が枯れるなどの生長の制約があるため、

根元生長の特性の解明には今後の観測を要する。



表一4　植栽時の平均苗高と2生長期経過後の平均百恵生長量

樹　　　種
標　本　数　　　　　　　植栽時の平均苗高　　　　　　　　　　平均苗高生長量
（本）　　　　　　　　　　（cm）　　　　　　　　　　　　　　（cm）

ク　ロ　マ　ツ　　　　　　　　21

ト　　ベ　　ラ　　　　　　　　7

タ　ブ　ノ　キ　　　　　　　16

シ
．
モ

ロ　ダ　モ　　　　　　　11

キノチ

カ　　シ　　ワ　　　　　　　13

ハ　ル　ニ　レ　　　　　　　12

ネ　ム　ノ　キ　　　　　　17

29．9（27．5、32．2）

59．0（55．3～62．7）

80．3（75．7～84．8）

86．1（81．3～90．9）

98．7（82．4～115．0）

68．4（64．1～72．7）

71．4（66．9～75．9）

111．5（105．1～118．0）

17．2（10．3、　24．1）

－13．1（－31．1、　4．8）

－38．1（－49．1～－27．0）

－48．7（－57．4、－40．1）

－58．7（一77．9、一39．5）

－11．2（－18．7、－3．8）

－26．9（一41．5、－12．3）

－14．1（－23．2～－　5．0）

注1）標本数は、形態①と形態②の本数

注2）（）内の数値は95％信頼区間

表－5　植栽時の平均根元直径と2生長期経過後の平均根元直径生長量

樹　　　種
標　本　数　　　　　　植栽時の平均根元直径　　　　　　　　平均根元直径生長量
（本）　　　　　　　　　　（mm）　　　　　　　　　　　　　　（mm）

ク　ロ　マ　ツ　　　　　　　　21

ト　　ベ　　ラ　　　　　　　7

タ　ブ　ノ　キ　　　　　　　16

シ　ロ　グ　モ　　　　　　　11

モ　チ　ノ　キ　　　　　　　　7

カ　　シ　　ワ　　　　　　　13

ハ　ル　ニ　レ　　　　　　　12

ネ　ム　ノ　キ　　　　　　17

7．8（7．2、8．4）

9．7（8．8、10．6）

12．1（11．2～12．9）

10．4（9．6～11．1）

10．4（9．7、11．2）

10．2（9．4～11．0）

6．8（6．2～7．5）

11．1（10．2、12．0）

5．2（3．8～6．6）

5．0（3．2、6．8）

1．2（0．4～2．0）

1．1（0．3、2，0）

3．3（2．5～4．1）

2．3（0．9、3．6）

0．5（－0．3、1．3）

9．9（6．2、13．5）

注1）標本数は、形態①と形態②の本数

注2）（）内の数値は95％信頼区間

3．2生長期経過後の生存に及ぼす植栽時の苗木

の大きさ

2生長期経過後の植栽樹種の生存個体と枯損個

体別の植栽時の平均苗高・平均根元直径を表－6

に示した。

2生長期経過後の植栽樹種の生存と枯損が植栽

時の苗木形質とどのように関わるのか知るため

に、生存個体と枯損個体別の植栽時における平均

苗高と平均根元直径を比較した。しかし、植栽時

の苗木の大きさは樹種によって違いがあるので、

樹種間の比較はできないことから、樹種内の比較

を行った。

植栽時の平均甫高については、生存個体と枯損

個体の間に有意差が認められた植栽樹種はなかっ

た。また、常緑広葉樹と落葉広葉樹別についても

有意差が認められなかった。

植栽時の平均根元直径についても、生存個体と

枯損個体の間に有意差が認められた植栽樹種はな

く、また常緑広葉樹と落葉広葉樹別についても有

意差が認められなかった。

このことから、初期の生存と枯損は、植栽時の

苗木の形質と関連しいてるとは考えられない。し

たがって、植栽時の苗木の大きさにより2生長期

経過後の生存率の向上を図ることは難しいと思わ

れる。



表－6　2生長期経過後の生存個体と枯損個体の植栽時の平均苗高・平均根元直径

樹　　　種
生存・枯損　　　標　本　数　　　　植栽時の平均苗高　　　　　植栽時の平均根元直径
の区分　　　　　　（本）　　　　　　　（cm）　　　　　　　　　　（mm）

ク　ロ　マ　ツ　　　　生　　存

枯　　損

ト　ベ　ラ　　　　生　　存

枯　　損

タ　ブ　ノ　キ　　　　生　　存

枯　　損

シ　ロ　ダ　モ　　　　生　　存

枯　　損

モ　チ　ノ　キ　　　　生　　存

枯　　損

常　　　　緑　　　　生　　存

広　葉　樹　計　　　　枯　　損

カ　　シ　ワ　　　　生　　存

枯　　損

ハ　ル　ニ　レ　　　　生　　存

枯　　損

落　　　　葉　　　　生　　存

広　葉　樹　計　　　　枯　　損

21

6

11

4

18

1

16

4

13

5

29．9（27．5～32．2）

30．7（28．3、33．0）

59．3（56．5～62．0）

69．0（51．7、86．3）

79．3（75．0、83．5）

78．0

86．8（83．2、90．3）

85．0（79．3～90．7）

100．5（92．3～108．6）

84．4（53．1～115．7）

7．8（　7．2～8．4）

7．5（　6．9、8．1）

9．6（　8．6、10．6）

12．0（　8．6、15．4）

11．9（11．2～12．7）

12．0

10．4（　9．9～11．0）

10．3（　8．7～11．8）

10．3（　9．9～10．8）

9．2（　6．8～11．6）

58

14

15

2

13

4

82．3（78．0～86．5）

79．7（70．1～89．4）

69．2（65．3～73．1）

69．5（15．4～123．6）

71．3（67．2～75．4）

70．0（65．5、74．5）

28　　　　　　　70．2（67．5～　72．8）

6　　　　　　69．8（66．1、73．6）

10．7（10．3～11．1）

10．5（　9．4、11．6）

10．5（　9．7、11．2）

11．0（一13．1～35．1）

6．8（　6．3～7．4）

6．0（　4．7～7．3）

8．8（　7．9、9．6）

7．7（　4．6、10．8）

注）（）内の数値は95％信頼区間

4．主幹枯損長と植栽時の苗木の大きさ

植栽樹種の植栽時の平均苗高と2生長期経過後

の平均生存高を表－7に示した。

植栽時の苗高は現在流通している苗木を使用し

ているので樹種尚に有意差が認められるものが多

かった。しかし、2生長期経過後の平均生存高に

おいては、主幹の枯損によりカシワとシログモ間

を除いて樹種間に有意差が認められなくなる。

植栽樹種の主幹の枯損を防ぐことは、海岸防災

林を造成する上で不可欠な条件である。そこで、

主幹の相接が植栽時の苗木のいかなる形質と関係

があるかを明らかにするため、常緑広葉樹・落葉

広葉樹別の主幹枯損長と植栽時の平均苗高、平均根

元市径の単相関係数を求め、これを表一8に示した。

主幹枯損長と0．1％水準で有意な相関が認めら

れた苗木の形質は、常縁広葉樹の植栽時の平均百

島、全広葉樹の植栽時の平均苗高であった。なか

でも常緑広葉樹の植栽時の平均苗高は、単相関係

数0．767と主幹枯損長と高い相関を示し、植栽時

の苗高が高いと主幹枯損長も長くなる傾向が認め

られた。そこで、常緑広葉樹の植栽時の酉高から

主幹枯損長を求める回帰式を下記に示す。

Y＝－53．6804＋1．15409X

Y＝主幹枯損長（cm）

Ⅹ＝植栽時の苗高（cm）

寄与率　58．8％

なお、この回帰式を求めるにあたって使用した

苗高は現在流通している苗木を使用したため

53cm～118cmであった。

これらの結果から、常緑広葉樹の植栽におい

て、高さ1mの防風柵を設置した苗高1m程度の

常緑広葉樹の植栽では主幹の枯損が発生し、回帰
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表－7　植栽時の平均苗高と2生長期経過後の平均生存高

樹　　　種
標　本　数　　　　　　　植栽時の平均苗高　　　　　　　　　　平均生存高
（本）　　　　　　　　　　（cm）　　　　　　　　　　　　　　（cm）

ク　ロ　マ　ツ　　　　　　　　21

ト　　ベ　　ラ　　　　　　　　7

タ　ブ　ノ　キ　　　　　　　16

シ　ロ　ダ　モ　　　　　　　11

モ　チ　ノ　キ　　　　　　　　7

カ　　シ　　ワ　　　　　　　13

ハ　ル　ニ　レ　　　　　　　12

29．9（27．5、32．2）

59．0（55．3、62．7）

80．3（75．7～84．8）

86，1（81．3～90．9）

98．7（82．4、115．0）

68．4（64．1～　72．7）

71．4（66．9～75．9）

47．0（39．7～　54．4）

45．9（30．9～　60．8）

42．2（32．6～51．8）

37．4（30．0～44．8）

40．0（27．8、52．2）

57．2（51．4、62．9）

44．5（27．6～　61．4）

注1）標本数は、形態①と形態②の本数

注2）（）内の数値は95％信頼区間

表－8　主幹枯損長と植栽時の平均苗高・平均根
元直径の単相関係数

区　　分
植栽時の平均　　　植栽時の平均
苗　　　　高　　　根　元　直　径

常緑広葉樹　　　0．767…

落葉広葉樹　　　　0．075

全広葉樹　　　0．684…

注）拍＊印は、0．1％水準で有意

式から推定すると60cm程度の生存高しか期待で

きない。しかし、苗高50cm程度以下の苗木を植

栽することで主幹の枯損による被害を最小限に抑

えることが可能であると考えられる。よってこう

した苗木を用いることにより、むしろ初期生長が

良くなり、将来の苗高生長を高める可能性がある

と考える。

また、落葉広葉樹では主幹枯損長と苗木の大き

さには関係が認められない。落葉広葉樹の場合、

海岸という厳しい環境における初期生長と苗木の

大きさとの関連は兄いだせなかった。落葉広葉樹

の場合、2生長期の経過では特性が兄いだせず、

今後の生長をみた樹種特性の検討が必要である。

Ⅳ　あ　と　が　き

本報告は多様な樹種による海岸防災林の造成に

適する広葉樹を探索し、その初期生長の特性を検

討したものである。しかし、調査期間が短かく探

索し植栽した樹種数が少なかったため、十分に樹

種及び初期生長の特性を解明したとはいえない。

このため、今後植栽に適すると考えられる広葉樹

の種類を増やし、さらに観測することで樹種及び初

期生長の特性を解明し、多様な樹種による海岸防

災林早期造成技術の確立を図りたいと考えている。

本報告では、常緑広葉樹の苗高が50cm程度以

下の苗木を植栽することで主幹の枯損による被害

を最小限に抑えることができ、将来の甫高生長を

高める可能性があることを明らかにした。した

がって、今後の海岸防災林用の植栽樹種として

は、苗高が低い苗木を用いることが重要であると

思われる。

また、今後マツザイセンチュウ病による海岸マ

ツ林消失に対応するためには、広葉樹の単独植栽

による海岸防災林の造成のみならず、針広混交林

型の海岸防災林の造成が必要である。そのため、

クロマツ林内への広葉樹導入による針広混交林型

海岸防災林の造成についても今後検討していきたい。
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産業用無人ヘリコプターによる松くい虫

被害予防のための空中散布の効果
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An efect of aerial application of prevention of pine wilt disease damage

by the unmanned helicopter for theindustry

Sh6ichi SAIT百・SatoshiIT百

（1999年2月18日受理）

要旨：松材線虫病の被害予防のため産業用無人ヘリコプターによるスミパイン乳剤（MEP）の空中散

布試験を現地で実施したところ、①薬剤散布4週間後まで殺虫効果が確認された。②散布された薬剤

は0．5、1．0mmの微細な粒径であった。③薬剤散布区では枯損被害が確認されなかった。④薬剤散布

区に生息する生物への著しい影響は現在のところ確認されていない。⑤産業用無人ヘリコプターによ

るスミパイン乳剤の空中散布は薬剤の散布量を少なくできる有効な方法であることが明らかになっ

た。

Ⅰ　ま　え　が　き

山形県における松材線虫病の被害は、1978年に

山形市で発生し、1985年には12，027Ⅰげの被害量に

達した。その後減少し、1990年から再び増加に転

じて1994年以降は18，000Ⅰげを上回る被害になって

いる。被害はアカマツを主とする内陸地方では山

形市を中心に南北に拡大したが、現在は局所的な

被害はあるものの沈静化してきている。一方、ク

ロマツを主とする庄内地方の海岸マツ林の被害は

1979年に鶴岡市と酒田市で発生し、その後海岸部

の南北に被害が拡大し、現在は沿岸北部県境の遊

佐町の海岸林が激害を受け一部が消失している。

内陸地方の激害地ではアカマツに代ってコナラ等

の高木性広葉樹が生育して森林として復元してき

ている。しかし、庄内地方の海岸マツ林では天然

性の代替植生が乏しく海岸林の保全並びに更新は

防災上大きな課題となっている。

本県の被害防除方法は、カーバム系くん蒸剤に

よる伐倒駆除を主体に、スミパイン乳剤の180倍

液の地上散布や樹幹注入による予防措置を実施し

ているが、更新が難しい庄内地方での予防散布を

徹底するために新たな技術開発が期待されてい

る。

そこで、地形が比較的平坦であるという庄内地

方の海岸マツ林の利点に着目し、産業用ヘリコプ

ターにより効果的な予防散布が可能か散布試験を

実施して散布効果ならびに散布地における生物へ

の影響を調査したので報告する。

なお、本試験は社団法人農林水産航空協会から

の平成9年度受託試験「産業用無人ヘリコプター

によるスミパイン乳剤の松くい虫防除試験」によ

り実施し、その一部を発表した。

Ⅱ　試　験　方　法

1．試　験　地

1）試験地の設定

試験地の地況・林況については表一1に示した。

試験地は、産業用無人ヘリコプター（以下「ラ

ジヘリ」）による薬剤散布区（以下「散布区」）と

無散布区とした。散布区は山形県飽海郡遊佐町大

字菅里字菅野地内、無散布区は同町大字藤崎字下

藤崎地内のマツ林とした。
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散布区はマツ林に幅40m、長さ250m、面積

1haとし、散布区の4方向に幅10mの緩衝帯を併

せて設置した。無散布区は、散布区の南南西2．5

km地点にあたるクロマツ林に幅25m、長さ

400m、面積1haとした。

表－1　試験地の地況・林況

項　　　目　　　散　布　区　　　　　無散布区

標　　　同　　　　50　m

方　　　位　　　　W20N

傾　　　斜　　　　8　度

土　　　壌　　　　砂質壌土

主要樹種　クロマツ・アカマツ

林　　　齢　　　　45　年

胸高直径　　　　21．9cm

樹　　　高　　　　10．8m

立木密度　　　　594本／ha

50　m

W15N

2　度

砂質壌土

クロマツ

40　年

20．9cm

13．7m

840本／ha

2）試験地及び試験地周辺部の被害状況

散布区及びその周辺では、公園整備が進められ

ており、ここ数年間スミパイン乳剤180倍液の地

上散布を年2回10数haの単位で実施している。

枯損したクロマツについては、マツノマダラカミ

キリ（以下「カミキリ」）羽化脱出直前と冬季に

NCSくん蒸剤で殺虫しており、散布区は微害のま

ま推移している。散布区内1haでの近年の被害

経過は、1995年1本，1996年6本の計7本である。

散布区の近隣の地域では、傾斜が急な地形的制約

を受ける場所や国道・JRなどの交通機関が近いク

ロマツ林で地上散布による予防が実施できないう

え、伐倒駆除も進まなかったことから、全林枯損

して荒廃している林分も2km以内に存在する。

無散布区及びその周辺では、地上散布等の予防

は実施しておらず、被害木の伐倒駆除を実施して

いる。無散布区1haでの近年の被害経過は、1995

年5本，1996年3本の計8本であり、散布区同様

に微害のまま推移している。

2．ラジヘリによる薬剤の散布

1）薬剤使用量と散布時期

使用した薬剤は、有効成分MEP80％のスミパ

イン乳剤で、18倍に希釈して1ha当り30ゼ（原液

使用量は1．67ゼ）散布区において2回散布した。

散布時期は当地でのカミキリの羽化脱出初期にあ

たる6月24日と羽化脱出最盛期の7月7日とした。

2）ラジヘリの飛行緒元等

使用したラジヘリは「薬剤散布装置L12A」を

装備する「ヤマハR－50」で、散布区の樹冠上3m

の高度を速度10km／hで運行し、薬剤を散布幅

5m、吐出量2．6ゼ／minで散布した。

3．調査項目

1）気象観測

散布直前から5分毎に天候、風向、風速、気温

について気象観測を実施した。測定は、樹冠とほ

ぼ同じ高さで遮るものがない散布区の西側に隣接

した小山で行なった。

2）薬剤の落下分散調査

落下分散調査のために第1回の薬剤散布時に

20cm四方のベニヤ板に添付した青色落下調査紙

（ミラーコート紙）を使用した。調査紙は、散布区

の長軸方向に20m間隔で10地点の林床に設置し、

各地点で、散布区の東側、中央、西側の3箇所に

調査紙を設置した。薬剤落下量及び粒径の判定

は、「農林水産航空事業・技術指針」の落下分散調

査指標を基準とした。

3）カミキリの羽化脱出状況調査

カミキリの羽化脱出状況は、近接する酒田市黒

森地内の露天に置いた網室において1mに玉切り

した枯死木を入れ脱出日を調査した。

4）薬剤の効果期間の調査

薬剤の効果期間を判定するために散布区と無散

布区の当年生枝に対するカミキリの後食による死

亡状況を調査した。

供試枝は、高校バサミで樹冠中～上部のものを

30cm程度数本を採取し、長さ14cmに調整して供

試虫の飼育ビン1個当たり2本を入れた。

供試虫は、酒田市の激害地から伐採した枯死木

を1mに玉切りした丸太60本を山形県森林研究研

修センター内の露天の網室に入れ、羽化脱出した

成虫を使用した。

調査には、直径12cm，高さ16cmのガラス製の

飼育ビンを用い、その中に両試験区のマツの枝と

供試虫を入れて、後食による死亡状況を観察し

た。供試虫は1回の調査で散布区10頭、無散布区

10頭を用い、やむおえない場合を除いて雌雄1：

1に調整した。
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調査回数は、第1回散布直後、7日後、第2回

散布直後、7日後、14日後、21日後、28日後、35日

後、42日後の計9回（延べ9週間）行ない、成虫の

死亡状況の確認は経過日数ごとにそれぞれ7日目

まで毎日行なった。死亡の判断は、明らかに麻痺

しているもの、死亡しているものを死亡とし、7

日臼の死亡率を算定した。

5．）枯損防止効果調査

散布区と無散布区のクロマツ立木について、散

布前と11月の枯損量を調査した。年越し枯れにつ

いては、翌年5月に調査した。

6）薬剤の生物環境への影響調査

（1）植生への影響調査

散布区と無散布区のクロマツ林内に20×25mの

プロットを設置し、被度・萎凋・枯損等の変化に

関する調査を行なった。調査時期は、散布前、第

1回散布7日後、第2回散布7日後、1ケ月後、

3ケ月後とした。

（2）鳥類への影響調査

散布区と無散布区の林内のバードラインセンサ

スと鳥類の生死等の異常が無いかの確認調査を行

なった。バードラインセンサスは250mを往復し

ラインから40m以内で、観察、さえずり、地鳴き

により確認した種について記録した。調査時期

は、散布前4回、第1回散布直前、第1回散布直

後、第2回散布直前、第2回散布直後、第2回散

布後1週後、2週後、3週後、約1ケ月後、約2ケ

月後、3ケ月後の計14回とした。

（3）地上部の節足動物への影響調査

散布区の林内に1mXlmの寒冷紗で作ったト

ラップを10個設置して、落下昆虫の個体数を調査

した。調査時期は、第1回散布直前、第1回散布

直後、第1回散布1週後、第2回散布直前、第2

回散布直後、1週後、2週後、3週後、4週後、約

表－2　散布時の気象

1ケ月後、約2ケ月後、約3ケ月後の計12回とし

た。

（4）土壌動物への影響調査

散布区と無散布区の林内の中央部分から、土壌

を採取して大型（2mm以上）、中型（0．2～

2mm）、小型（0．2mm以下）の土壌動物の個体数

を調査した。また、大型土壌動物については湿重

で現存量を求めた。

抽出は大型がハンドソーティング、中型はツル

グレン装置、小型はビールマン法で行なった。調

査時期は、散布前、第1回散布直後、第2回散布

直後、第2回散布約1ケ月後、約2ケ月後、約

3ケ月後の計6回とした。サンプル数は大型が散

布区と無散布区各1個、中型と小型は各10個とし

た。

Ⅲ　試験結果と考察

1．気象状況

表－2に散布時の気象観測結果を示した。

第1回散布時は晴れで微風。第2回散布時は曇

りで微風の条件であった。

2．薬剤の落下分散状況

散布薬剤の落下分散状況を表一3に示した。

散布区内の場所による散布状況の違いは若干ある

ものの粒径B～C（0．5、1．0mm）の落下数が多く

微粒の薬剤がムラなく均等に散布されていた。

薬剤散布高が樹冠上3mと近く、薬剤散布時に

ヘリコプターのプロペラの風圧で薬剤が樹冠上部

に吹き付けられていた。また、静岡県での試験結

果と同様に微粒の薬剤を散布区内に充分に散布で

きることから、本法ではカミキリが後食する樹冠

部上部へ効果的に薬剤が付着するものと考える。

区　分　　年月日　　時　間　　天　候　　風　向　　風速（m／sec）　温　度（℃）　　湿　度（％）

第1回　　1997年　　5：00、

散　布　　6月24日　　6：00

第2回　　1997年　16：50、

散　布　　7月7H　17：52

晴　れ　　南　東

曇　り　　　西北西

0．7　　　　　　　19．8　　　　　　　　85．1

（0．0、2．6）　　（19．0、20．0）　（83．0、91．0）

0．6　　　　　　　　22．4　　　　　　　　93．1

（0．0、2．6）　　（22．1～24．8）　（83．4、97．2）

注）（）内の数字は（最低値、最高値）

13　▼



3．カミキリの羽化脱出状況

図－1にカミキリの羽化脱出状況を示した。

カミキリの脱出期間は、6月30日から7月17日

までの約3週間で、総数は26個体であった。カミ

キリの羽化脱出は第1回散布1週後から始まり、

第2回散布時には総数の約50％に達していた。試

験地での初発日は例年6月中旬であるので1997年

は若干遅かったが、薬剤はカミキリの羽化脱出に

合せて効果的な時期に散布された。

4．薬剤の効果期間

散布区と無散布区から採取した枝を後食させた

カミキリの死亡率の比較について表－4に示し

た。

散布区の枝を後食させたカミキリは第1回散布

表－3　薬剤の落下分散状況（第1回散布のみ）

後から第2回散布28日後まで死亡率は100％で

あった。第2回散布35日後は90％、42日後は80％

と死亡率が低下したので、薬剤の効果も低下した

ものと考えられる。

これに対して、無散布区の枝を後食させたカミ

キリは第1回散布時から第2回散布28日後までは

0％の死亡率であった。第2回散布35日後、42日

後は死亡率10％であったが、散布区の死亡率とは

大きく異なる結果となった。

このことから、樹冠上部に付着した薬剤の効果

期間は最低でも第2回散布以降28日後まであり、

カミキリの羽化脱出終了時期である7月17日に脱

出した個体が後食した場合、殺虫するには十分な

薬剤の効果期間があることが明らかになった。

（表の数値は基準による落下面積の指数）

測定　地点　　東　側　林　床

No・　粒径　A B C D

処　理　区　の　中　心　　　　　西　側　道　路　沿　い

A B C D A B C D

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

3　　　4　　　2　　　1

1　　　4　　　2　　　1

3　　　5　　　1　　1

2　　　4　　　3　　　2

3　　　5　　　3　　　2

1　　　3　　　2　　　2

1　　　3　　　2　　　2

1　　　4　　　3　　　2

3　　　5　　　3　　　1

2　　　4　　　3　　　2

1　　　3　　　2　　　1　　　　　1　　　2　　　3　　　2

1　　　2　　　2　　　2

1　　　2　　　3　　　2

3　　　4　　　4　　　1

3　　　4　　　4　　　2

3　　　5　　　4　　　2

2　　　5　　　4　　　2

3　　　5　　　4　　　2

2　　　4　　　3　　　2

1　　　3　　　4　　　3

2　　　3　　　4　　　2

2　　　3　　　3　　　2

1　　　3　　　5　　　2

1　　　3　　　4　　　2

5　　　5　　　3　　　2

4　　　4　　　3　　　2

3　　　4　　　3　　　1

2　　　4　　　3　　　2

2　　　4　　　2　　　1

注）・粒径は、

A：0．2mm，B：0．5mm

C：1．0mm，D：1．5mm

・指数は、農林水産航空事業

技術指針の基準のとおり

（占有面積小なら指数も小）

0
　
　
　
　
　
5

3
　
　
　
　
　
2

0
　
　
　
　
　
5
　
　
　
　
0

羽
化
脱
出
累
計
（
頭
）

6．24　6．30　7．02　7．07　7．117．15　7．17　7，24

目口

図一1　マツノマダラカミキリの羽化脱出状況（調査地：酒田市黒森）
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表－4　マツノマダラカミキリの死亡率の比較

区分
散布後の　供　試　　　死　　亡　　虫　　経　　過　　　死亡

経過日数　頭　数1日後2日後3日後4日後5日後6日後7日後　虫　計
死亡率　　備　考

10頭　　　10

％　　　100

散

布

10頭

7日　　10頭　　　10

％　　　100

10頭

10頭　　　10

％　　　100

10頭

7日　　10頭　　　10

％　　　100

10頭

14日　　10頭　　　　7　　　2　　　1

％　　　　70　　　90　　100

10頭

21日　　10頭　　　　3　　　4　　　1　　2

％　　　　30　　　70　　　80　　100

10頭

28日　10頭　　　1　　1　　3　　　2　　　2　　1　　　　　10頭

％　　　10　　　20　　　50　　　70　　　90　　100

35日　10頭　　　　　　　　　　　3　　　2　　　2　　　2　　　　　　9頭

％　　　　　　　　　　　　30　　　50　　　70　　　90　　　90

42日　10頭　　　　　　　　　　1　　　　　　4　　　3　　　　　　8頭

％　　　　　　　　　　　　10　　10　　　50　　　80　　　80

1回目

100％　　散　布

100％

2回目

100％　　散　布

100％

100％

100％

100％

10頭　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0頭

7日　　10頭 0頭

無

散

0頭

7日　　10頭 0頭

14日　　10頭 0頭

布　　　　　21日　10頭

区

0頭

28日　　10頭 0頭

35日　10頭　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　1頭

％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10　　10

42日　10頭　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　1頭

％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10

1回目

0％　　散　布

注）飼育箇所：山形県寒河江市の山形県森林研究研修センターの実験室内
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5．枯損防止効果

試験地におけるマツの枯損防止効果について表

一5に示した。

散布区の前年の枯損率は1．2％、薬剤散布した

1997年11月6Hと翌年の1998年5月22日現在の枯

損率は0％で枯損は確認されなかった。

一方、無散布区の前年の枯損率は0．3％、1997年

11月6口時点の枯損率は0．4％、1998年5月22日

現在の枯損率は変らず0．4％で若干の枯損が確認

された。このことから、通常の予防散布同様に薬

剤散布による枯損防止効果があるものと考えられ

る。

6．薬剤による生物環境への影響

1）植生への影響

試験地内の植生の変化を表－6、試験地内の植

生を表－7に示した。

散布区はクロマツの実生稚樹が林床に生育し、

豊富な草本類を伴う植生であり、無散布区は高木

層のクロマツ以外下層の植生は貧弱である。薬剤

散布による影響については、散布区において植生

の衰退や異常は確認されなかったので、通常の予

防散布同様に（岩瀬ら：1976）植生への影響はな

いものと考える。

2）鳥類への影響

試験地での鳥類の異常等の観察結果を表－8、

表－5　試験地における枯損防止効果

試験地の主要な鳥類の1時間当たりの出硯羽数の

推移を表－9に示した。

散布区と無散布区の鳥類相に大きな違いはな

く、1時間当りの出現羽数は時期により変動はあ

るものの、特に散布による減少はなかった。ま

た、死亡個体や変異個体は観察されなかったの

で、通常の予防散布同様に（藤瀬ら：1978，1979，

1980，1981、藤下：1978，1979，1980、高野ら：1981）

鳥類への影響はないものと考える。

3）地上部の節足動物への影響

散布区における地上部の節足動物の落下状況を

表－10に示した。

期間を通じてカミキリの落下は確認されなかっ

た。また、散布直後に落下する動物が多くなる

が、その後の落下数は多少の変動はあるものの減

少する傾向であった。これは、これまでの報告同

様の結果であり（片岡ら：1979，1980，1981、小野

ら：1976、田畑ら：1980、山崎ら：1980）昆虫を主

とした地上部の節足動物への影響は非常に少ない

ものと考える。

4）土壌動物への影響

大型土壌動物の個体数と現存量の推移を表－

11、中型土壌動物の個体数の推移を表－12・13、小

型土壌動物（0．2mm以下）の個体数の推移を表－

14に示した。

1997年5月までの枯損

区　分

1997年11月から1998年5月の枯損

総本数（本）枯損本数（本）枯損率（％）　　総本数（本）枯損本数（本）枯絹率（％）

散　布　区　　　　　483　　　　　　6 1．2

撫散布区　　　　　843　　　　　　3　　　　　　　0．3

477　　　　　　　　0

840　　　　　　　　3

表－6　試験地内の植生の変化（萎凋や異常な枯れ等）

区　分　　　散　布　前　　第1回散布7H後　　第2回散布7日後　　1カ　月　後　　　3　カ　月　後

月　　口　　　　　　6．17　　　　　　　6．31　　　　　　　　7．15　　　　　　　8．8　　　　　　10．8

散　布　区　　　　異常なし　　　　　異常なし

無散布区　　　　　　〃

異常なし　　　　　異常なし　　　　異常なし
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表－7　試験地内の植生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（調査年月日：1997年6月17日）

散　　　　　　布　　　　　　区

椎　名　（誓、菅）　種　名（警、管）

高　木　層

ク　　ロ　　マ　　ツ　　　4

亜高木層

ク　　ロ　　マ　　ツ　　　＋

ア　　カ　　マ　　ツ　　　十

カ　ス　ミ　ザク　ラ　　　＋

低　木　層

ク　　ロ　　マ　　ツ　　　2

7　　カ　　マ　　ツ　　　2

コ　　　ナ　　　ラ　　　1

ド　ク　ウ　ツ　ギ　　1

カ　ス　ミ　ザク　ラ　　1

ス　　　ス　　　キ　　　＋

ヤ　マ　ウ　ル　シ　　　＋

二　七　ア　カ　シ　ア　　　＋

ガ　マ　ズ　　ミ　　　＋

ヤ　　マ　　グ　　ワ　　　＋

ヌ　　　　ル　　　デ　　　＋

ネ　ム　　ノ　　キ　　　十

草　本　層

ハ　　ル　　ガ　ヤ　　　4

アキノキリンソウ　　　1

ツ　タ　ウ　ル　シ　　　＋

カ　ス　ミ　ザク　ラ　　　＋

ミ　ツ　バア　ケ　ビ　　　＋

イ　チ　ヤク　ソ　ウ　　　＋

ツルウメモドキ　　　＋

ナワシロイチゴ　　＋

キ　ン　ミ　ズ　ヒ　キ　　＋

ガ　マ　ズ　　ミ　　　＋

ウ　メ　ガサ　ソ　ウ　　　＋

コ　　マ　　ユ　　ミ　　　＋

ヤ　マ　ヨ　モ　ギ　　　＋

サジガンクビソウ　　　＋

チ　ヂ　ミ　ザ　サ　　　＋

ス　ズ　メ　ガ　ヤ　　　＋

ヒ　メ　ジ　ョ　ン　　　＋

ヤ　マ　　グ　　ワ　　　＋

ハ　マ　カ　キ　ラ　ン　　　＋

ヌ　　　ル　　　デ　　　十

無　散　布　区

種　名　（警～菅）

高　木　層

ク　　ロ　　マ　　ツ　　　4

低　木　層

カ　ス　ミ　ザク　ラ　　　＋

ド　ク　ウ　ツ　ギ　　＋

ネ　ム　　ノ　　キ　　　十

ヤ　マ　　グ　ワ　　　＋

コ　　　ナ　　　ラ　　　＋

サ　ン　シ　ヨ　ウ　　　＋

オオヤマザクラ　　　＋

草　本　層

ハ　　ル　　ガ　　ヤ　　　4

ヤ　マ　ヨ　モ　ギ　　1

ヘク　ソ　ス　ガ　ラ　　1

カ　ス　ミ　ザク　ラ　　　1

メ　　ド　ハ　ギ　　　＋

ガ　マ　ズ　　ミ　　　＋

ノ　　ブ　ド　　ウ　　　＋

アキノキリンソウ　　　＋

ヨ　　　モ　　　ギ　　　＋

注）被度は、＋：1％未満，1：1、5％，2：6～25％，3：26～50％，4：5ト75％，5：76％以上の面積の被覆率

表－8　試験地での鳥類の異常等の観察結果（死亡個体・変異個体の確認）

区　分　　　　　散　　　　布　　　　前　　　　　第1回散布直前　第1回散布直後　第2回散布直前

月　日　　　　5／22　　　　5／27　　　　6／7　　　　6／18　　　　6／23　　　　6／25　　　　7／2

散　布　区　　異常なし　　異常なし　　異常なし　　異常なし　　　異常なし　　　異常なし　　　異常なし

無散布区　　　　ヶ　　　　　　ケ　　　　　　ケ　　　　　　〃　　　　　　ク　　　　　　ク　　　　　　ク

区　分　第2回散布直後　同1週後　　同2過後　　同3週後　　同1ケ月後　同2ケ月後　同3ケ月後

月　H　　　　7／9　　　　7／14　　　　7／25　　　　7／28　　　　8／12　　　　9／13　　　10／19

散　布　区　　異常なし　　　異常なし　　　異常なし　　　異常なし

無散布区　　　　々　　　　　　〃　　　　　　ケ　　　　　　ク

異常なし　　　異常なし　　　異常なし

～　　　　　　　　　　　　　　　　　　′′　　　　　　　　　　　　　　　　　′・
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表－9　試験地の主要な鳥類の1時間当たりの出現羽数の推移

散　　　　布　　　　区

区　分
月日　総　出　現　1　　位　　2　　位

時間　羽　　数　（種　名）（種　名）

（羽／時間・ha）（羽／時間・ha）（羽／時間・ha）

ハシポソガラス　ホオジロ

48．0　　　　　　12．0　　　　　　10．0

34．0

36．0

ホオジロ　　　　シジュウカラ

14．0　　　　　　12．0

カワラヒワ　　ハシボソガラス

12．0　　　　　　　8．0

散

布

前

38．0

カワラヒワ　　ハシボソガラス

20．0　　　　　　　8．0

第1回　　6／23

散布直前　　0．50

ク　　　　6／25

散布直後　　0．25

第　2　回　　7／2

散布直前　　0．25

ク　　　　7／9

散布直後　　0．25

50．0

72．0

56．0

76．0

カワラヒワ　　　ハシボソガラス

18．0　　　　　　12．0

ハシボソガラス　カワラヒワ

36．0　　　　　　24．0

スズメ　　　　　カワラヒワ・シジュウカラ

20．0　　　　　　　8．0

カワラヒワ　　　シジュウカラ

32．0　　　　　　20．0

7／14

1週　後　　0．25

7／25

2　過　後　　0．25

60．0

68．0

カワラヒワ　　　ムクドリ

24．0　　　　　　16．0

カワラヒワ　　　ホオジロ

24．0　　　　　　16．0

7／28

3　週　後　　0．25

8／12

1ケ月後　　0．25

9／13

2ケ月後　　0．25

64．0

32．0

40．0

カワラヒワ　　　ハシボソガラス

40．0

カワラヒワ　　　ヒヨドリ

8．0

シジュウカラ　ホオジロ

16．0

8．0

8．0

8．0

10／19　　　　　　　　　　シジュウカラ　カワラヒワ

3ケ月後　　0．25　　　　　40．0　　　　　24．0　　　　　　8．0

無　　散　　布　　　区

総　出　硯　　1　　位　　2　　　位

羽　　　数　（種　名）　（種　名）

（羽／時間・ha）（羽／時間・ha）（羽／時間・ha）

32．0

36．0

ホオジロ　　　　カワラヒワ

16．0　　　　　　10．0

ホオジロ　　　　カワラヒワ

16．0　　　　　　10．0

26．0

30．0

32．0

54．0

ホオジロ　　　　カワラヒワ

20．0　　　　　　　4．0

カワラヒワ　　　ホオジロ

12．0　　　　　　12．0

カワラヒワ　　オホジロ・シジュウカラ

10．0　　　　　　　8．0

ホオジロ　　　　カワラヒワ

16．0　　　　　　16．0

46．0

40．0

60．0

36．0

ホオジロ　　　　カワラヒワ

22．0　　　　　　18．0

カワラヒワ　　　ホオジロ

12．0　　　　　　10．0

ホオジロ　　　　カワラヒワ

28．0　　　　　　14．0

ホオジロ　　　　カワラヒワ

34．0　　　　　　　2，0

40．0

40．0

20．0

ホオジロ　　　　ヒヨドリ

28．0　　　　　　　6．0

ホオジロ　　　　カワラヒワ

22．0　　　　　　10．0

シジュウカラ　カワラヒワ

8．0　　　　　　　6．0

ホオジロ　　　　メジロ

62．0　　　　　　12．0　　　　　　10．0

注）1．時間当たりの出現羽数は目撃、さえずり、地鳴きすべてを含む

2．表には各測定日で出現羽数の多い2種類のみを記載

散布区と無散布区における散布前後の大型、中

型、小型の土壌動物相はほぼ類似していた。ミミ

ズなどの大型土壌動物は散布区で第1回散布直後

個体数が減少し、第2回散布直後約1ケ月後、約

2ケ月後とほぼ横ばいに推移し、約3ケ月後にな

ると散布区と無散布区とも差がなくなった。

ダニやトビムシ類の中型土壌動物は散布区も無

散布区も同様な個体数の増減の傾向であった。ま

た、土壌線虫類の小型土壌動物は散布区では第1

回散布直後個体数が減少し、第2回散布直後以降

除々に増加する傾向であるものの、散布区と無散

布区の個体数間に有意差はなかった。

【18　－－



表－10　散布区におけるトラップへの節足動物の落下物

区分
第1回　ケ　　　〃　散第2回　ク　　　ケ散布　ヶ散布　ケ散布　ケ散布　〃散布ク散布ク散布

散布直前散布直後布1週後散布直前散布直後1過後　2過後　3過後　4週後1カ月後　2カ月後　3カ月後

目名／月日　6．22　6．25　7．2　7．7　7．9　7．15　7．25　7．28　8．4　8．14　9．1110．19

甲　殻　網

ワラジムシ目　　1　　　　　　　　　　　　1

ク　モ　網

ク　モ　目　　3　　　34　　14　　　　　　　7　　　　　　　4　　　　　　　　　　　5　　　2　　　1

昆　虫　網

カメムシ目　　1　　5　　1　　1　　1　　2　　　20　　　5　　　　　　　　　　　　　　1

脈　週　目　　1　　1　　1　　　　　　　2

トビケラ目　　3　　　1　　　2　　　　　　　3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

鱗　週　目　　6＊　1＊　　5＊　　　　　　2＊　　　　　　4　　　　　　　　　　　　　　　1

ハ　エ　目　　2　　　2　　　1　　　　　　　7　　　　　　　　2

甲　虫　目　　5　　10　　13　　　3　　　3　　　3　　　4　　　2　　　2　　　3　　1　　3

ハ　チ　目　　　　　　　　　　　1　　1　　　　　　　1　　　5

ト　ンボ目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2

合　　　計　　22　　54　　38　　　6　　　25　　　6　　　39　　　7　　　2　　10　　　5　　　5

注）1．数字は1Ⅰげのトラップ10基に落下した合計個体数

2．＊は幼虫

3．甲虫目ではマツノマダラカミキリの落下は無かった。

表－11大型土壌動物（2mm以上）の個体数と現存量の推移

区　　分

第1回　第1回　第　2　回　第2回散布　第2回散布　第2回散布

散　布　前　散布直後　散布直後　約1カ月後　約2カ月後　約3カ月後

6．10　　　　6．24　　　　　7．7　　　　　8．7　　　　　9．11　　　10．6

散　布　区　　個　体　数　　　104

現　存　量　　　4．36

無散布区　　個　体　数　　　120

現　存　量　　　　7．36

48　　　　　　　56

16．04　　　　　23．44

56　　　　　　　84

29．96　　　　　36．96

56　　　　　　　48　　　　　108

8．48　　　　　41．04　　　　　77．72

72　　　　　　　68　　　　　148

26．08　　　　　45．20　　　　　84．92

注）単位：個体数は（個体／ぱ）、現存量は（湿重＝g／が）
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表－12　散布区における中型土壌動物（0．2mm～2mm未満）の個体数（個体／m2）の推移

区　　　分

布
　
後

散
　
月

回
　
カ

2
　
　
2

第
　
約

布
　
後

散
　
月

回
　
カ

2
　
　
1

第
　
約

回
　
後直

2

布

第
　
散

回
　
後直

l

布

第
　
散

回
　
前

1
　
布

第
　
散

第2回散布

約3カ月後

ヤスデ網　　　　　　　　　　50　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　600

コムカデ網　　　　　　　　　100　　　　　　200　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　300　　　　　　300

ク　モ・網

ダ　ニ　目　　　　　　　　　5350　　　　　　6100　　　　　　6300　　　　　　5750　　　　　　6800

ケダニ亜目　　　　　　　　2200　　　　　1100　　　　　　450　　　　　1650　　　　　　2000

トゲダニ亜目　　　　　　　400　　　　　　300　　　　　　200　　　　　　450　　　　　　300

ササラダ二亜目　　　　　2750　　　　　4700　　　　　　5650　　　　　3650　　　　　4500　　　　　7050

昆　虫　網　　　　　　　　　5150　　　　　3900　　　　　4550　　　　　4900　　　　　3100

トビムシ目　　　　　　　　　4950　　　　　　3800　　　　　　4500　　　　　　4850　　　　　　2750

ハ　エ　目　　　　　　　　　150　　　　　　　50　　　　　　　50　　　　　　　50　　　　　　　　　　　　　　　200

ハ　チ　目

甲　虫　目

50　　　　　　　50　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　350　　　　　　　250

合　　　計　　　　　10650　　　　10200　　　　10850　　　　10650　　　　10200　　　　18650

95％信頼幅上限値　　　11932　　　　14027　　　　14151　　　　13983　　　　11142　　　　19593

ク　　下限値　　　　　9368　　　　　6373　　　　　　7549　　　　　7317　　　　　9258　　　　17707

表－13　無散布区における中型土壌動物（0．2mm～2mm未満）の個体数（個体／m2）の推移

第　1　回　　第　1　回　　第　2　回　　第2回散布　　第2回散布　　第2回散布

区　　分　　　散　布　前　散布直後　散布直後　約1カ月後　約2カ月後　約3カ月後

6．10　　　　　　6．24　　　　　　7．7　　　　　　8．7　　　　　　9．11　　　　　10．6

ヤスデ網　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　150

コムカデ網　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　150　　　　　　　　　　　　　　250

ク　モ　網

ダ　ニ　目　　　　　　　　　5200　　　　　　3550　　　　　　5300　　　　　　4100　　　　　　7950　　　　　11950

ケダニ亜目　　　　　　　1400　　　　　1200　　　　　　900　　　　　1350　　　　　　3350　　　　　　3950

トゲダニ亜目　　　　　　1050　　　　　　350　　　　　　850　　　　　　350　　　　　　400

ササラダ二亜目　　　　　2750　　　　　2000　　　　　3550　　　　　2400　　　　　4200

昆　虫　網

トビムシ目

ハ　エ　日

ハ　チ　目

甲　虫　臼

5350　　　　　　4200　　　　　　4950　　　　　　4250　　　　　　3200

4400　　　　　　4800　　　　　　4700　　　　　　3900　　　　　　3000

700　　　　　　　250　　　　　　150　　　　　　　　　　　　　　　　　50

250　　　　　　100　　　　　　100　　　　　　　350　　　　　　150

合　　　計　　　　　10550　　　　　8750　　　　10250　　　　　8500　　　　11150　　　　18900

95％信頼幅上限値　　　12704　　　　10716　　　　10822　　　　10174　　　　12486　　　　　20795

ク　　下限値　　　　　8396　　　　　　6784　　　　　　9678　　　　　6827　　　　　9814　　　　17005
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表－14　小型土壌動物（0．2mm以下）の個体数（個体／m2）の推移

区　　分

第1回　第1回　第　2　回　第2回散布　第2回散布　第2回散布

散　布　前　散布直後　散布直後　約1カ月後　約2カ月後　約3カ月後

6．10　　　　6．24　　　　7．7　　　　　8．7　　　　　9．11　　　10．6

散布区　　　平　　均　　　　　8850　　　　5700

95％信頼幅上限値　　11868　　　　　7850

ク　　下限値　　　5825　　　　　3450

6900　　　　　　7100

10340　　　　10911

3460　　　　　3289

14650　　　　18400

16970　　　　　22821

12330　　　　13979

無散布区　　　平　　均　　　　　5500　　　10000

95％信頼幅上限値　　　6469　　　　12284

ク　　下限値　　　4532　　　　　7716

8850　　　　　　5650

10461　　　　　7364

7239　　　　　3936

17700　　　　　24550

25196　　　　　26977

10205　　　　　22123

注）個体数はAo層のF層以下5cm、表面積20cm2の土壌100cc5本を採取し、ビールマン法により24時間浸漬、抽出し

た液体からピペットで2回すくい取って検鏡してが当りに換算した。

このように薬剤散布直後に一時的に表皮が一般

的に薄い土壌動物が減少するものの時間の経過と

ともに無散布区同様に動物相と個体数が復元し

た。これは、これまでの薬剤散布同様の結果であ

り（藤下：1978，1979，1980）、薬剤による土壌動

物相への影響は持続的ではないと考える。

5）散布薬剤の生物環境への残留性について

スミパイン乳剤（MEP）は太陽光線や微生物に

よる分解により自然環境下での消失が速く、安全

性が高いため有人ヘリコプターによる散布可能な

薬剤として登録されている（住友科学：1975）。

また、スミパイン乳剤（MEP）の残留性に関す

る報告は（スミパイン普及協会：1987）、植物体で

のMEPの半減期は1～2週間以内であり、デス

メチル体などに分解し無害化する。土壌中での

MEPの半減期は4、28日で、3－メチルー4－

ニトロフェノール、炭酸ガス等へのすみやかな分

解がおこり無害化する。山林や海岸林で散布され

たスミパイン乳剤（MEP）の河川等への流出につ

いては、毎年の散布から3、5日後にはMEPが

検出されていないことが全国5カ所の河川で2、

4年継続調査により確認されている。このように

スミパイン乳剤（MEP）は散布後殺虫効果を発揮

して、自然環境下では無害な物質に変化すること

が確認されている。

本報はわずか3カ月の生物環境調査であり、長

期間における生物環境への薬剤の残留による影響

や生物濃縮については明らかに出きなかった。ま

た、十数年におよびくりかえされた山林や海岸林

でのスミパイン乳剤（MEP）の生物相や自然環境

への残留性に関する調査例はないため、今後必要

になると考える。

しかし現段階では、スミパイン乳剤（MEP）は

自然環境下において分解が速く残留性がないこと

が確認されており、これに替る殺虫剤がないた

め、無人ヘリコプターによる予防散布に関しては

有効であると考える。

7．ラジヘリによる予防散布の有利性

本県において現在実施されている予防散布の

1ha当たりの薬剤散布量は希釈倍率180倍の時に

は原液で6ゼ、希釈薬剤で1200ゼであるのに対し

て、ラジヘリによる空中散布の場合は18倍希釈の

時には原液で1．67ゼと約1／4、希釈薬剤ではわ

ずか30ゼと約1／40であり、薬剤使用量が少なく

てすむ散布方法であることがわかる。

また、加藤（1997）は有人ヘリとラジヘリによ

る薬剤散布時の粒径を比較して、ラジヘリは有人

ヘリよりも粒径が小さいことを報告しており、ド

リフトも地上散布と比較すると明らかに少ないこ

とが本試験で観察された。ラジヘリによる空中散

布は落下する薬剤の粒径が比較的細かく、プロペ

ラの風庄で薬剤が樹冠上部に散布されることが明

らかになったことと併せると少ない薬剤を効果的
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に散布する環境への影響も少ない方法として極め

て有効であると考える。

Ⅴ　お　わ　り　に

更新が難しい海岸マツ林の保全には松くい虫被

害の予防が重要課題となるが、その際にラジヘリ

によや予防散布は環境への影響が少ない有効な方

法であることが明らかになった。しかし、ラジヘ

リの運行には現在のところ次の5点の制約があ

る。（彰オペレーターによる有視界飛行であるこ

と。②運行のコントロールできる距離が約100m

であり急傾斜地での散布には不向きなこと。③オ

ペレーターが樹冠上部の視界を確保するため高所

作業車が必要であり、車の運行に必要な幅員と空

間が必要なこと。④タンクは10ゼしか薬剤が積込

めず散布と積込み作業の回数が多いこと。⑤地上

散布のコストと比べると現在は数倍の運行コスト

がかかること。これらについては、積み込み用タ

ンクの大型化や自動誘導のための標識設置とGPS

による自動運行などがすでに技術開発されてお

り、使用する頻度が増せばコストも下がるものと

考える。

今後、松くい虫防除に関してはこのように環境

に対して配慮するとともに、森林の機能に応じて

薬剤防除を徹底するエリアや前生の広葉樹を活用

して森林に復元させるエリアを設定するなど、森

林の生態系に配慮した防除システムの再構築が必

要である。
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